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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、企業価値の継続的な向上に努めることで、ステークホルダーのみなさまから永く愛され、信頼され、成長、発展を望まれる企業グループ

であり続けることを目指しております。社会の発展への貢献を通じてその実現を図るためには、経営管理体制の強化により意思決定の迅速化を

図る一方、経営の透明化と公正化を高め、コーポレート・ガバナンスを充実させていくことが、当社の最も重要な経営課題の一つであると位置付け
ており、次の方針のもと、コーポレート・ガバナンスの充実に取組んでまいります。

　１．株主の権利・平等性の確保

　２．株主を含む全ステークホルダーとの適切な協働

　３．適切な情報開示による透明性の確保

　４．取締役会による業務執行の監督

　５．株主との建設的な対話

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１－２－４】　株主総会における権利行使（議決権の電子行使、招集通知の英訳）

　当社は2018年６月開催の第81回定時株主総会より、当社の株主名簿管理人である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社が運営するサイトにて、電磁的
方法による議決権行使を可能にしており、書面によるものと合わせ現状で相応の議決権行使がされている状況を鑑み、議決権の電子行使プラット
フォームは導入しておりません。招集通知の英訳につきましては、当社ホームページに掲示しております。

【補充原則１－４－１】　政策保有株主から売却の意向を示された場合の対応方針

　当社は、政策保有株主から当社株式の売却の意向が示された場合、売却を妨げるものではありませんが、当社株式の売却にあたっては、株式
市場や株主の利益に与える影響等を考慮し、政策保有株主と協議の上、適切な方法で実施することとしています。

【補充原則３－１－３】　サステナビリティについての取り組み等

当社は、サステナビリティについての取り組みを意識した上で、2024年度をスタート年度とした中期経営年計画「Value Innovation 2026（新価値創

造）」を策定し、2026年度の非財務指標として温室効果ガス排出削減2023年度比30％削減（原単位）、廃棄物量削減2023年度比30％削減（原単
位）、女性管理職比率30％以上を目標としております。「エコロジカルはエコノミカル」の環境方針の下、「温室効果ガス削減」「食品ロス削減」「CO2
削減」を追求し、ESG経営・SDGｓ活動を経営戦略として継続して進めてまいります。人的資本への投資につきましては、機能別研修・新人研修・通
信教育等、多様な教育制度で、従業員一人ひとりの成長をサポートして企業全体の向上を図っております。知的財産への投資につきましては、商
標、意匠、特許に対して一定の費用投下を行い、有効に活用しております。TCFDの枠組みまたはそれと同等の枠組みに基づく開示については、
今後検討を進めてまいります。　

【補充原則４－２－１】　取締役会の役割・責務（２）（中長期的な業績と連動する経営陣の報酬制度）

　2018年６月開催の第81回定時株主総会において、取締役の報酬額を固定報酬額「年額３億円以内」、変動報酬額「親会社株主に帰属する当期
純利益の10%以内（上限を7000万円とし、下限を０円とする）」として承認されております。なお、取締役に対するいずれの報酬額につきましても、使
用人兼務取締役の使用人給与は含まないものとします。

　当社の経営陣の報酬については、月額報酬と賞与により構成され、職責と成果を反映させた体系とし、中長期的な業績と連動する形で取締役会
が決定しております。今後においては、中長期的な業績に連動する報酬として、必要に応じて自社株報酬等の新たな報酬制度を検討してまいりま
す。

【補充原則４－10－１】　任意の諮問委員会の設置

　当社は、監査役会設置会社であり、現在独立社外取締役の人数は、取締役会の過半数に達しておりませんが、社外取締役４名及び社外監査役
２名を選任し、取締役会の独立性・客観性は確保されており、豊富な経験と幅広い見識などをもとに、独立かつ客観的な立場から適切な意見、助
言及び指摘等を得ております。独立社外取締役を主要な構成委員とする指名委員会・報酬委員会の設置等については、その要否を含め検討して
まいりますが、取締役の指名・報酬等の検討にあたり、独立社外取締役からジェンダー等の多様性やスキルについてもより適切な意見・助言を得
られる体制は確保しております。

【補充原則５－２－１】事業ポートフォリオに関する基本的な方針や事業ポートフォリオの見直しの状況

　事業ポートフォリオに関する基本的な方針や、事業ポートフォリオの見直しについては、取締役会にて議論・監督を行っておりますが、基本方針
等、今後開示を検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４】　いわゆる政策保有株式

　・株式の保有方針

　当社は、取引先との良好な取引関係の構築、安定した資金調達や原材料調達など政策的な目的により、必要と判断する企業の株式を保有しま



す。政策保有株式は資産効率や取引の状況等から保有の適否を毎年取締役会で検証し、保有意義の薄れた株式については、当該企業の状況
を勘案したうえで、段階的に売却を進めてまいります。2025年度は１銘柄の売却を実施いたしました。

　・議決権行使基準

当社及び投資先企業の持続的な成長と中長期的な企業価値向上に資するものか否かを総合的に判断し、適切に議決権を行使いたします。

【原則１－７】　関連当事者間の取引

　当社では取締役の競業取引や利益相反取引、及び関連当事者間の取引については、法令及び取締役会規則に従い取引内容を示して取締役
会で承認を受けております。またグループ会社の各取締役に関しては、１年に１回関連当事者に関する調査を実施し、取引の有無について確認を
行っております。

【補充原則２－４－１】　中核人材の登用等における多様性の確保

当社は、ダイバーシティを推進しており、外国人採用、キャリア（中途）採用、定年退職者の再雇用、障がい者雇用など国籍・性別等に関係なく人
材の採用を行っております。女性の活躍できる職場環境づくりも進め、中期計画におけるKPIとして2026年度の女性管理職比率を30％以上として
います。詳細は、当社のHP（https://www.imuraya-group.com/csr/respect/diversity/）をご参照下さい。

また、外国人・中途採用者においても、海外での事業展開や必要な職務に応じて、積極的に採用を行い、管理職として登用しております。

【原則２－６】　アセットオーナー

　当社グループは、受益者への安定的な年金給付を将来にわたって行うため、リスク・リターンを勘案し、中長期的観点から年金資産構成割合を
策定しています。年金資産の運用状況については、運用を委託する運用機関より定期的に報告を受けることにより、適切に運用されるよう管理し
ております。また、企業年金担当部門が運用機関に対するモニタリング等の適切な活動を実施できるよう、必要な経験や資質を備えた人材を配置
するとともに、その育成に努めております。

【原則３－１】　情報開示の充実

（i）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　　当社のHPに掲載しております。

　　経営理念：https://www.imuraya-group.com/outline/management/

　　中期計画：https://www.imuraya-group.com/ir/strategy/

（ii）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　　当社のHP及び本報告書に記載しております。

　　　https://www.imuraya-group.com/ir/governance/

（iii）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　2018年６月開催の第81回定時株主総会において、取締役の報酬額を固定報酬額「年額３億円以内」、変動報酬額「親会社株主に帰属する当期
純利益の10%以内（上限を7000万円とし、下限を０円とする）」として承認されております。

　なお、取締役に対するいずれの報酬額につきましても、使用人兼務取締役の使用人給与は含まないものとします。

当社の経営陣の報酬については、月額報酬と賞与により構成され、職責と成果を反映させた体系とし、中長期的な業績と連動する形で取締役会
が決定しております。

（iv）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　社内取締役については、その経験や見識、専門性などを総合的に判断して選定することとします。社外取締役については経営経験者や有識者
が、築かれている高い見識を活かし、今後の戦略的な経営に積極的関与を期待できる人材を２名以上選定することとします。

経営陣幹部の解任に当たっては、客観性及び透明性を高めるため、社外取締役の助言・提言を踏まえ、役員任務遂行が困難な事情が生じた場
合、取締役会により総合的に判断したうえで、解任することとします。

　監査役については、財務・会計に関する知見、当社事業分野に関する知識及び企業経営に関する多様性等のバランスを考慮し、総合的に検討
し、候補者を選定することとしております。また、社外監査役については、出身分野の専門的な知識・経験等を活かし、独立した立場から経営全般
を監視できる人材を選定することとしております。

　代表取締役（CEO）は、上記を踏まえて、検討結果を取締役会にて説明し、社外取締役及び監査役の同意を得ることとしております。

（v）当社は、取締役候補者・監査役候補者個々の選任理由を2016年６月開催の定時株主総会の招集通知より開示しており、各定時株主総会招
集ご通知は、当社ウェブサイトに掲載しております。　https://www.imuraya-group.com/ir/library/notification/

【補充原則４－１－１】　取締役会の役割・責務（１）（経営陣に対する委任の範囲）

　当社は取締役会規則を定め、取締役会での決議事項を明確にしており、取締役会にて業務執行上の重要な事項に関する意思決定や方針決定
を行うほか、取締役及び執行役員の業務執行を監督しております。また、取締役会の事前審議機関として機能をもつ「経営戦略会議」が設置され
ており、経営全般にわたる様々な検討を行い、業務執行の迅速化に努めております。また、コーポレート・ガバナンスの強化を図るとともに、経営
効率化を一層進めるため執行役員制度を導入しております。

【原則４－９】　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質

　取締役会は、社外取締役の独立性に関する考え方として、東京証券取引所の基準に基づき一般株主と利益相反の生じるおそれがないと判断さ
れること、また、経営経験者や有識者が、築かれている高い見識を活かし、今後の戦略的な経営に積極的関与を期待できる人材を候補者として
選定します。

【補充原則４－１１－１】取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件（取締役会として多様性・規模に関する考え方、選任方針）

取締役会は、取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性を確保するため、事業活動について適切かつ機動的な意思決定と監督
が行えるよう、社内取締役については、その経験や見識、専門性などを総合的に判断して選定することとします。社外取締役については経営経験
者や有識者が、築かれている高い見識を活かし、今後の戦略的な経営に積極的関与を期待でき、かつ、東京証券取引所の独立性基準に基づ
き、独立性のある人材を２名以上選定することとします。取締役の員数は、社内、社外合わせて13名以内としています。各取締役等のスキル・マト
リックスは、本報告書に添付の【取締役・監査役のスキル・マトリックス】に記載しております。

【補充原則４－11－２】　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件（取締役及び監査役の兼任状況）

　取締役及び監査役は、当社グループ以外の他の上場会社の役員兼職数について、当社取締役としての職務遂行に支障がないことを確認したう
えで、選定しており、取締役及び監査役の業務に専念できる体制となっています。

　取締役及び監査役の他社での兼任状況は、株主総会招集通知、有価証券報告書及びコーポレートガバナンスに関する報告書等を通じ、毎年開



示を行っています。

【補充原則４－11－３】　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件（取締役会全体の実効性の分析・評価）

　当社は、2026年４月に取締役および監査役を対象に取締役会の実効性に関する評価を実施しました。その結果の概要は以下の通りです。

・評価の実施方法

全取締役及び監査役（16名）を対象に第三者機関の作成したアンケートを実施し、第三者機関による結果の取りまとめ・分析を行っております。

評価項目（全5区分）

①取締役会の構成・運営

②戦略策定・意思決定

③リスク管理

④指名・報酬

⑤株主との対話

また、アンケートについては選択の回答とは別に自由記述欄を多く設け、選択式評価以外にも多様な意見や提言を吸い上げられるようにしており
ます。

・評価結果と課題

　上記取締役会の実効性に関する第三者機関の評価の結果、当社の取締役会の実効性については概ね確保されていることを確認いたしました。

　アンケート結果からは、自由闊達な議論ができる環境や社外取締役の機能発揮、メンバーの多様性が確保されていることが、当社の取締役会
実効性の強みであると評価されました。一方で、経営戦略・経営計画の多角的かつ包括的検討とその進捗管理等について、今後取り組むべき課
題として上げられました。課題については、次期中期経営計画の検討を踏まえ、より大局的議題の議論に向け必要な取り組みを実施し、取締役会
の実効性向上に努めてまいります。

【補充原則４－14－２】　取締役・監査役のトレーニング（取締役・監査役に対するトレーニングの方針）

　当社では、取締役及び執行役員の全員を対象とする役員研修を外部の講師を招いて随時実施し、必要とされる知識や能力の向上を図るととも
に、経営課題を共有し、その解決に取り組んでおります。監査役は毎月開催される外部講習会を通じて、監査手法や会社法などの関連法規に関
する知識や情報を取得し、監査能力の向上に努めております。社外取締役および社外監査役には、当社グループについての理解を深めるため、
事業・業務内容等の説明を行い、主要事業所を視察する機会も設けております。

【原則５－１】　株主との建設的な対話に関する方針

　当社では、株主との対話を統括する役員としてＩＲ担当役員を選定するとともに、各部門間での情報共有と連携のもと、経営戦略室をＩＲ担当部署
とします。

　株主や投資家に対しては、証券取引所が主催するＩＲイベントに、積極的に参加し、代表取締役等が個人投資家向けの説明会での説明や面談
を行います。また、アナリストや機関投資家の個別面談についても随時対応を行っております。なお、株主との対話に際してはインサイダー情報の
管理により漏洩防止に努めております。

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

記載内容 取組みの開示（アップデート）

英文開示の有無 無し

アップデート日付 2026年6月22日

該当項目に関する説明

（資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応）

　当社グループの2026年3月期実績はROE10.1%、PBR1.23倍となっております。

　今後も持続的な成長と中長期的な企業価値向上を図るため、資本コストを上回るROEを意識し、中期経営計画 「Value Innovation 2026（新価値

創造）」の方針に沿って財務目標及び非財務目標の達成を目指してまいります。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,152,700 9.00

株式会社三十三銀行 632,100 4.93

株式会社百五銀行 578,500 4.52

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 559,210 4.36

井村屋取引先持株会 530,054 4.14



株式会社サンライフ 321,500 2.51

株式会社西村商店 239,231 1.86

株式会社榎本武平商店 214,000 1.67

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 204,800 1.60

三井住友海上火災保険株式会社 186,500 1.45

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

当社は自己株式289,126株を保有しておりますが、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム、名古屋 プレミア

決算期 3 月

業種 食料品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 13 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 その他の取締役

取締役の人数 12 名



社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

田中里沙 他の会社の出身者

福谷朋子 弁護士

田中洋 他の会社の出身者

廣田恵子 その他

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

田中里沙 ○ 独立役員に指定しております。

マーケティング、コミュニケーションに関する豊
富な知見を有するとともに、学校法人先端教育
機構事業構想大学院大学学長等を歴任してお
り、その知見、経験を当社の経営に活かしてい
ただけると判断し、社外取締役に選任しており
ます。また、当社と利害関係を有せず、一般株
主と利益相反が生じるおそれがないことから、
独立役員に指定しております。

福谷朋子 ○ 独立役員に指定しております。

弁護士としての幅広い知識や経験をもとに、法
律の専門家として当社の経営に対する助言や
提言をいただけると判断し、社外取締役に選任
しております。また、当社と利害関係を有せず、
一般株主と利益相反が生じるおそれがないこと
から、独立役員に指定しております。

田中洋 ○ 独立役員に指定しております。

21年の企業実務勤務経験、約５年の東証プラ
イム市場社外役員の経験をもち、社会人のた
めのMBA大学院教授として長年マーケティング
を講じてきました。また、多くの企業のアドバイ
ザーや顧問を務め、マーケティングや経営に関
する専門的な知見を有しております。また、日
本マーケティング学会会長、日本消費者行動
研究学会会長、省庁の委員会座長等の要職を
歴任しており、その豊富な経験と専門的な知見
をもとに、独立した立場から経営に対する積極
的な意見及び提言をしていただけることを期待
しており、取締役会の機能をさらに強化できる
ものと判断し、社外取締役として選任し、当社と
利害関係を有せず、一般株主との利益相反が
生じる恐れがないことから、独立役員に指定し
ました。



廣田恵子 ○ 独立役員に指定しております。

三重県庁入庁後、副知事などの要職を歴任し
ており、豊富な経験と高い見識を有しているこ
とから、当社の企業価値向上に貢献していただ
けると判断し、社外取締役として選任しておりま
す。また、当社と利害関係を有せず、一般株主
との利益相反が生じる恐れがないことから、独
立役員に指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役（会）と会計監査人との間では、監査計画及び四半期・通期の監査及びレビュー実施状況等の説明・報告で定例的に会合が持たれている

ほか、会計監査人の往査の立会い等積極的な交流が行われている。

経営品質・ガバナンス室は、内部監査の実施結果を報告し、必要に応じて監査役の職務を補助するほか、監査役が内部監査に同行するなど業務
監査体制において連携が保たれている。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

若林正清 他の会社の出身者

土田繁 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）



m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

若林正清 ○ 独立役員に指定しております。

全国社会保険労務士会連合会会長など全国
的に活躍をされております。これまで社会保険
労務士として培われた知識・経験等を、当社の
監査体制に活かしていただくことができると判
断し、社外監査役として選任しております。ま
た、当社と利害関係を有せず、一般株主との利
益相反が生じるおそれがないことから、独立役
員に指定しております。

土田繁 ○ 独立役員に指定しております。

公認会計士としての資格を有し、税理士法人の
代表を務めており、その税務・会計・経営に関
する幅広い見識を活かした助言・提言をいただ
くことで、当社の監査体制に反映することがで
きると判断し、社外監査役として選任しておりま
す。また、当社と利害関係を有せず、一般株主
との利益相反が生じるおそれがないことから、
独立役員に指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

役員報酬は、業績連動型報酬制度やストックオプション制度の導入はしておりませんが、役員賞与については業績を勘案して実施しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明



2025年度に支払った報酬等の額は

取締役15名 277,727千円（うち社外取締役４名 24,960千円）

監査役４名 38,898千円（うち社外監査役２名 12,000千円）

であります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

2018年６月開催の第81回定時株主総会において、取締役の報酬額を固定報酬額「年額３億円以内」、変動報酬額「親会社株主に帰属する当期純
利益の10%以内（上限を7000万円とし、下限を０円とする）」として承認されました。なお、取締役に対するいずれの報酬額につきましても、使用人兼
務取締役の使用人分給与は含まないものとします。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役の職務を補助する専従スタッフはおりませんが、必要に応じて、担当取締役等が説明を行い、情報の共有に努めております。

社外監査役の職務を補助する部門として、必要に応じて経営品質・ガバナンス室がこれにあたります。社外監査役に対する情報伝達に関する事
項は、監査役会において調整されております。

取締役会の開催にあたっては、事前に議題を社外取締役、社外監査役を含む全取締役、全監査役に通知し周知しております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

浅田　剛夫 特別顧問
経営陣からの要請に応じ、経験及
び知見に基づく助言を行う。

【勤務形態】非常勤

【報酬】有
2023/04/01 定めなし

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

―――

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

１．会社の機関

当社は、会社の機関として株主総会および取締役のほか、取締役会、監査役、監査役会、会計監査人を設置しており、取締役会は報告日現在

取締役12名で構成され、うち４名が社外取締役であります。監査役会は報告日現在監査役４名で構成されており、うち２名が社外監査役でありま

す。

２．会社の機関の内容と業務執行、監査機能等の強化プロセス

取締役会は毎月１回定期的に開催されるほか、必要に応じて臨時招集ができる体制となっております。

取締役会では業務執行上の重要な事項に関する意思決定や方針決定を行うほか、取締役及び執行役員の業務執行を監督しております。また毎
月１回取締役会の事前審議機関として「経営戦略会議」が設置され、経営全般にわたる様々な検討を行い、業務執行の迅速化に努めております。

当社では意思決定及び監督機能と業務執行機能を分離し、コーポレート・ガバナンスの強化を図るとともに、経営効率化を一層進めるため執行役
員制度を導入しております。報告日現在、執行役員は３名であります。

監査役４名は、取締役会に出席するほか、常勤監査役は取締役会のみならず重要な会議に出席し、取締役の監査とともに適宜、提言、助言を行
うとともに毎月1回監査役会を開催しております。さらに、監査役会で策定した監査計画に基づき、営業報告の聴取にとどまらず、重要書類の閲覧
や、代表取締役とのコミュニケーション、さらに往査を行うなど取締役、執行役員の業務執行及び業務全般にわたり監査役監査を行うことでコーポ
レート・ガバナンスの実効性の伴った経営監視を行っております。

３．会計監査の状況

会計監査人には五十鈴監査法人を選任しておりますが、通常の会計監査に加え、監査計画の説明・監査結果の報告等にも監査役が出席し、

相互に活発な意見交換が図られております。

五十鈴監査法人とは、会社法監査と金融商品取引法監査について監査契約を締結しており、公正かつ適切な監査が実施されております。



業務を実施した公認会計士　　　　　　 指定社員・業務執行社員 中出進也

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　指定社員・業務執行社員 岡根良征

所属する監査法人名　　　　　　　　　　　五十鈴監査法人

会計監査業務に係る補助者の構成　　公認会計士 16名、その他５名

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社では、コンプライアンスの徹底と内部統制機能の充実を図るためにコーポレート・ガバナンス体制を選択しており、２名の社外監査役を含めた
４名の監査役が、取締役の職務の執行を客観的に監査する体制としています。

具体的には、社外監査役は取締役会に出席するほか、常勤監査役は重要な決裁書類の閲覧、主要な支店各部並びに営業所の業務及び財産

の状況の調査等を行っております。これにより、広く経営監視が可能な体制としております。

あわせて当社は、社外監査役を含めた監査役と内部監査部門との連携体制、社外監査役のサポート体制等により、監査が有効的・効率的に行

われる体制を整備しており、経営に対する客観的な監視機能が働く体制となっていると評価しております。

また、当社の経営の意思決定機関として、取締役会があり、社外取締役４名を含む取締役12名で運営されております。取締役会は原則月１回開
催しております。取締役会は、業務執行状況の報告を受けて業務執行状況を監督し、また、会社法で定められた事項及び重要事項の決定を行っ
ております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定 第89回定時株主総会を2026年６月19日（金）に開催

電磁的方法による議決権の行使
当社の株主名簿管理人である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社が運営するサイトにて、電磁
的方法による議決権行使を可能にしています。

その他
当社は、株主が株主総会議案の十分な検討期間を確保し、適切に議決権を行使すること
ができるよう、当該招集通知の発送前に当社ウェブサイト及び東京証券取引所のウェブ
サイトにおいて開示いたします。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

IR資料のホームページ掲載
有価証券報告書及び半期報告書、適時開示資料、ＣＳＲ憲章等のホームペ

ージ掲載

IRに関する部署（担当者）の設置
経営戦略室が事務局を担当しておりますが、運営は井村屋グループ株式会社
全体で行っています。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「井村屋グループCSR憲章」を制定し、企業活動に関係を持つ人々すべてに対して、行動
規範に沿った社会的責任そして社会的貢献に向けて心がけるべき企業活動を行うよう努
めております。



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

CSR活動に取り組む上で、４つの側面から企業の社会的責任を果たす活動を行っていま
す。

・市場活動…特色を発揮し、お客様に必要とされ続ける商品・サービスを提供します。

・人間尊重…多様性を受け入れ、従業員・ステークホルダー満足を追求します。

・環境保全…全地球課題という認識の下、環境負荷低減に取り組みます。

・社会との調和…企業活動を通じた社会貢献を果たします。

その具体的活動内容については、「統合報告書」で紹介しており、当社のＨＰに掲載してお
ります。

https://www.imuraya-group.com/ir/integrated_report/

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

法令やルール上必要とされる企業情報さらにステークホルダーの皆様が、必要とする情報
をタイムリーに、わかりやすく正確に開示し、経営の透明性を高めていく旨、CSR憲章に定
めております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は2006年５月11日開催の取締役会において会社法及び会社法施行規則に基づき、「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備」に関し基本方針について
決議し、以後、金融商品取引法に定められた「財務報告に係る内部統制」に対する当社の方針を明確にするなどのため、４回にわたって基本方針
を再決議しております。その内容の概要は下記のとおりであります。（最終改定：2022年５月12日）

１．当社及びグループ各社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社及びグループ各社は、次のコンプライアンス体制を構築する。

１）取締役、使用人の企業倫理意識の向上、法令遵守のため「井村屋グループＣＳＲ憲章」（行動規範・プライバシーポリシー）や行動規範を解説し
た「Ｉ－ＲＵＬＥ」（井村屋コンプライアンスガイド）を制定し、継続した研修を実施し実行する。

２）企業に何より求められる「透明性の保持」の実現のため、自主的・自律的に監査、検査、社会対応等を行う内部統制部門を設置し、当社及びグ
ループ各社の内部統制システムを構築する。

３）当社及びグループ各社における法令遵守の観点から、これに反する行為等を早期に発見、是正するための手段として社内通報連絡窓口「コン
プライアンスヘルプライン」を設置する。

４）当社及びグループ各社は企業の社会的責任の観点から、外部専門機関とも連携し、市民社会の秩序や安全に脅威を与えるあらゆる反社会的
勢力・団体に対しては毅然とした態度で臨む。反社会的勢力による不正な圧力・要求については断固拒否し、取引を含めた一切の関係を持たな
い体制を整備する。

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る文書（電磁的記録を含む）、その他の重要な情報は、これに関連する資料とともに法令及び関連社内規程に従い保
存・管理する。

取締役及び監査役は、これらの情報を必要に応じて閲覧することができる。また、グループ各社においても、これに準拠した体制を構築する。

３．当社及びグループ各社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

損失の危険の管理等に関し、リスクマネジメント規程及び本規程に基づく規程等により重要な個々（経営戦略、業務運営、環境、災害等）のリスク
に対して責任部署を定め、対応策・予防策を講じるとともにグループ全体のリスクを総括的に管理する体制を確保する。

４．当社及びグループ各社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

１）当社グループは中期経営計画を定め、それに基づき当社各部門及びグループ各社が策定した年度計画等を審査し、年度予算の配分を決定す
る。

２）当社及びグループ各社の取締役等の職務執行の効率性確保のため、取締役会規則等の社内規程を遵守する。

３）執行役員制度を導入し、経営の意思決定、監査機能と業務執行機能を分離し、業務執行責任の明確化と迅速化を図るとともに、取締役会は業
務執行状況の監督を行う。

５．当社グループ各社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制その他の当社並びにグループ各社から成る企業集団
における業務の適正を確保するための体制

１）当社並びにグループ全体の業務適正を確保するためグループ全体のガバナンス体制、内部監査体制の確保を図り、当社グループ各社を対象
にした内部監査を実施し、結果を当社に報告する。

２）関連社内規程により、グループ各社に係る重要事項について当社の経営戦略会議に上程し、取締役会の承認を求める制度で経営管理、業務
執行の監視を行う。

３）事業会社経営推進会議等の開催により、グループ経営に関する方針の周知を図り、情報の共有化を図る。

６．財務報告の信頼性を確保するための体制

当社及びグループ各社は、情報開示の透明性及び公正性の確保を目的として、信頼性のある財務報告を作成するために、代表取締役（経営者）
の指示の下において、関連規程の整備等社内体制の充実を図り、その体制の整備・運用状況の有効性を評価するための内部統制監査を定期
的、継続的に実施する。

また取締役会は、代表取締役（経営者）が構築する財務報告に係る内部統制に関して適切に監督を行う。

７．当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役が、監査役の職務の補助部門として使用人を置くことを求めた場合、代表取締役の承認を得て、内部監査担当部門をこれにあてる。

８．前号の使用人の当社取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

１）当該使用人の人事評価及び人事異動については、人事担当取締役が事前に監査役会の意見を聞いてこれを行う。

２）監査役の職務を補助する使用人は、その職務にあたっては、監査役の指示に従うものとする。



９．当社及びグループ各社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制その他当社監査役への報告に関する体制及び報告を
したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

１)取締役及び使用人が行う監査役に対する報告は、法令の規定事項の他、次の事項とする。

（１）当社及びグループ各社の業務・財務に重要な影響、損害を及ぼすおそれがある事実を発見したときは、当該事実に関する事項。

（２）当社及びグループ各社の役職員が法令または定款に違反する行為をし、または、これらの行為を行うおそれがあると考えられるときは、その
旨。

（３）当社並びにグループ全体に影響を及ぼす重要事項に関する決定。

（４）当社及びグループ各社の業績及び業績見込みの重要事項の開示内容。

（５）内部監査担当部門の責任者は、内部監査の実施状況または業務遂行の状況及びグループの内部統制に関する活動状況。

（６）監査役から業務執行に関する事項の報告を求められた場合の、取締役及び使用人の速やかな当該事項についての報告。

（７）コンプライアンス担当部門は、社内通報連絡窓口「コンプライアンスヘルプライン」の内部通報の状況等について定期的に報告。

２)当社の監査役に報告を行った当社及びグループ各社の取締役及び使用人が、報告をしたことを理由としていかなる不利な取扱いを受けないこ
とを周知、徹底する。

10．当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理
に係る方針に関する事項

１）監査役がその職務について生じる費用の前払いまたは償還等の請求をしたときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合
を除き、速やかに当該費用または債務を処理するものとする。

２）監査役の職務の執行について生じる費用または債務を処理するため、毎年予算を設ける。

11．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

１）監査役の監査に関して、監査役が、監査役会で策定する「監査役会規則」・「監査役監査基準」に基づく独立性と権限により監査を行い得るこ
と、監査役が、取締役会ほか重要な会議に出席できることなどについて諸規程に明記することによって、監査役監査の実効性を確保する。

２）監査役（または監査役会）が代表取締役及び取締役・社外取締役並びに執行役員等、さらに内部監査担当部門それぞれとの間で、定期的に意
見交換を行い相互認識の強化を図るとともに、内部監査担当部門が行うモニタリングにも同席できる体制を整備する。

３）監査役の職務の遂行にあたり、監査役が必要と認めた場合に、弁護士、公認会計士、税理士等の外部専門家と連携できる体制を整備する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、「反社会的活動や勢力には、一切関わりを持たない。また、これらの圧力に対しても断固として対決し、排除する」ことを基本方針として、

グループ全員配布の小冊子「井村屋グループCSR憲章」の井村屋グループ行動規範にこれを明文化しております。

反社会的勢力排除に係る対応統括部署は総務管理室とし、総務管理室は平素から警察や三重県企業防衛対策協議会などの外部機関と定期的
あるいは随時に連絡をとり、必要情報を得る体制を整備するとともに社員への行動規範の周知徹底を図っております。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――



コーポレート・ガバナンス体制（模式図）
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適時開示体制の概要（模式図）
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【取締役・監査役のスキルマトリックス】

役職 氏名 企業経営
ESG

サステナ
ビリティ

財務・会計 人事・労務
法務
リスク

マネジメント
マーケティング

海外
グローバル

生産・
研究開発

代表取締役社⾧（CEO兼COO） 大西　安樹 〇 〇 〇
代表取締役副社⾧（CFO） 冨永　治郎 〇 〇 〇
取締役　取締役会議⾧（COB) 中島　伸子 〇 〇 〇 〇
取締役副社⾧ 岩本　康 〇 〇 〇
常務取締役 甲斐下　方俊 〇 〇 〇
取締役 田中　穣治 〇 〇 〇
取締役 中野　憲一 〇 〇 〇
取締役 井村　慎 〇 〇 〇
取締役（社外） 田中　里沙 〇 〇 〇
取締役（社外） 福谷　朋子 〇 〇 〇
取締役（社外） 田中　洋 〇 〇 〇
取締役（社外） 廣田　恵子 〇 〇 〇
常勤監査役 脇田　元夫 〇 〇 〇
常勤監査役 岩上　真人 〇 〇 〇
監査役（社外） 若林　正清 〇 〇 〇
監査役（社外） 土田　繁 〇 〇 〇

※上記一覧表は、各人の有するスキルのうち、特に強みがあるものを3～4個（最大4個）記載しており、
　各人の有する全ての専門性や経験を示すものではありません。


